
事業予定地の物理条件整理、法的条件整理、事業者サウ

ンディング、貸付料等不動産算定、基盤条件（電気・水道・

ガス・下水道・通信等）、活用基本方針と範囲の決定、KPI

設定、事業スキーム整理、公募条件整理等

消費増進事業（水産物の販売、料理の提供、製

造、プロモーション）

交流促進事業（漁業体験、学習機会提供事業、

プレジャーボート受入れ）

附帯事業（案内、休憩、宿泊、飲食提供、売店、

交通施設等の運営施設）

漁港施設の貸付、漁港区域内の水域や公共

空地の占用、漁港水面施設運営権の設定

漁港管理者（県）は、漁港施設等活用事業を推進するにあたり、関係地方公共団体、漁港を利用する水産

業者等の意見を聴取し合意形成を図る必要がある（法第41条第5項）。そのための協議の場（ワンストッ

プで調整を行う場）として位置付けると良い。

※水産庁 漁港漁場整備部 計画・海業政策課との打合せより

・実施計画は認定計画実施者毎に個別で作成し認定を受けなければならない。つまり、事業を効率よく進

めるためには複数者で同時に実施計画を策定するか一者（JVやコンソーシアム含む）で実施計画を策定

する方が良い。

・よって、漁港施設等活用事業における最終的な事業者公募の際には、「個別の提案は認めず、全体とし

  て一体的な提案してもらうこと」を公募条件に設定する予定である旨を、サウンディングの時点であら

  かじめ説明しておくことが望ましいと考える。

補助金交付された施設や設備等の財産処分の事

前協議＋変更後の用地利用計画資料の確認



飲食・販売施設

グランピング施設

釣り竿レンタル
海上釣堀運営施設

未利用魚ミニ水族館

釣堀用いかだ

ヒラメ等の中間育成場

公園隣接のカフェ屛風ヶ浦漁船クルージング
船釣り

漁業体験 景観地を活用した
観光事業
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